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３ 職員の給与と民間給与との比較

第２１表 職員の給与と民間給与との較差

公 民 較 差
(Ａ)－(Ｂ)

民 間 給 与 職 員 の 給 与 (Ａ)－(Ｂ)
×100

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)

４５４円３７３，４３７円 ３７２，９８３円
（０．１２％）

（注）１ この表は，県にあっては行政職給料表適用者，民間にあってはこれに相当する事務・技術関係職種

の職務に従事する者について，役職，年齢，学歴等が同等であると認められる者の相互の４月分の給

与を比較したものである。なお，「役職」の比較に当たっては，次の表によったものである。

２ 「民間給与」は行政職給料表適用者と比較し得た民間従事者の給与について当該比較し得た行政職

給料表適用者の人員構成に合わせて加重平均したものをいい，「職員の給与」は民間従事者と比較し

得た行政職給料表適用者の平均給与をいう。

したがって，この表における「職員の給与」は，第２表における「平均給与月額」と若干異なるも

のである。

（参考） 公民比較対応表

民 間 の 対 応 職 種
県職員(行政職)
職 務 の 等 級 企 業 規 模 企 業 規 模 企 業 規 模

500人以上 100人以上500人未満 100人未満

支 店 長

９級 工 場 長

部 長

部 次 長

８級 支 店 長

工 場 長 支 店 長
課 長

７級 部 長 工 場 長

部 次 長 部 長

６級 部 次 長

課 長 代 理 課 長

５級 課 長

４級 課 長 代 理 課 長 代 理

係 長

３級 係 長 係 長

２級 主 任 主 任 主 任

１級 係 員 係 員 係 員

（注） 係制を採っていない事業所において，課長代理以上に直属し，直属の部下を有する主任については，

係長に含めている。
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４ 生計費

第２２表 費目別，世帯人員別標準生計費（徳島市）

世帯人員
１人 ２人 ３人 ４人 ５人

費 目

円 円 円 円 円
食 料 費 24,150 42,560 49,830 57,110 64,370

住居関係費 48,530 59,890 51,140 42,390 33,640

被服・履物費 2,600 6,520 8,490 10,460 12,430

雑 費 Ⅰ 39,060 52,810 72,770 92,740 112,700

雑 費 Ⅱ 11,340 33,020 35,790 38,580 41,350

計 125,680 194,800 218,020 241,280 264,490

（注）１ 標準生計費は，次の５つの費目別に算定している。各費目の内容は，それぞれ
次に掲げる家計調査等の大分類項目に対応する。
食 料 費………食料
住居関係費………住居，光熱・水道，家具・家事用品
被服・履物費………被服及び履物
雑 費 Ⅰ………保健医療，交通・通信，教育，教養娯楽
雑 費 Ⅱ………その他の消費支出（諸雑費，こづかい，交際費，仕送り金）

２ １人世帯については，平成26年の「全国消費実態調査」（総務省）の単身勤労者
世帯について，並数階層の費目別支出金額を求め，これに消費者物価，消費水準の
変動分を加味して，平成29年４月の費目別標準生計費を算定した。

３ ２人～５人世帯については，家計調査（全国・勤労者世帯）における平成29年
365４月の費目別平均支出金額（日数を 日に，世帯人員を４人に調整した12

もの）に，費目別，世帯人員別生計費換算乗数を乗じて算定した。


